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移動手段の確保対策の取り組みについて 

      

１．平成２８年度の取り組み状況 

☆市町村の実情に応じた移動手段の確保・維持に向けた取り組みへの支援 

ア 中山間地域生活支援総合補助金（移動手段確保支援事業）：中山間地域対策課 

  平成２８年度執行見込み 64,512千円（１２市町１社 １３件） 

  (事業内容)地域公共交通再編計画に基づく実証運行（宿毛市ほか３市町） 

       既存路線の見直しに向けた調査（佐川町ほか３市町） 

イ 地域の交通維持支援事業費補助金：交通運輸政策課 

  平成２８年度執行見込み 24,303千円（９市町村 ７件） 

   （事業内容）広域路線バスの車両購入、バス停等整備等（高知市ほか８市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜宿毛市営バス：H28.10～実証運行中＞   ＜田野町コミュニティバス：H29.1～実証運行を開始＞ 

 

☆研修等による支援 

 市町村職員等を対象に、国等による法制度の説明や先進地の事例発表、現地視察、グループ 

ワークを通じた情報交換等を行うことで、地域公共交通に係る知識の習得と、担当者同士のネ 

ットワーク形成を図った。 

・研修・情報交換会（６月３日（金）高知市で開催（４６名参加）） 

・現地視察研修（８月２５日（木）岡山県久米南町で開催（１７名参加）） 

 ・担当者会（１月２０日（金）高知市で開催（４５名参加）） 

 

２．課題 

★地域公共交通に関する専門知識を有する人材が不足 

 県内３４市町村中、交通政策を所管する専門部署を設置しているのは高知市のみ 

★市町村による取り組みの濃淡 

 県内３４市町村中、地域公共交通会議等を設置しているのは２６市町村 

（うち管内で独自の移動手段対策の取り組みを実施しているのは２５市町村） 

 

３．平成２９年度の取り組み方針・進め方 

☆研修会の充実による市町村人材育成の強化と情報共有 

 ・地域公共交通会議等を設置していない等、課題のある地域でのエリア別研修会の開催 

 ・新任の市町村担当者向けに、道路運送法等業務に必要な基礎知識や先進的な取り組み事例 

  の研修を継続 

 ・新たな取り組みを進めている市町村を中心に、県内の取り組み事例における進捗状況や課 

  題等を情報共有 
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「移動手段の確保対策」 市町村の取り組み状況 
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移動手段確保の手法  市町村数 
市町村名 

（下線：地域公共交通会議等を設置している市町村） 

 路線バス 
 （単一市町村内で完 
 結する生活路線バス） 

 

  
 民営 
 （緑ﾅﾝﾊﾞｰ） 

１５ 
※6 

  香美市、南国市、高知市、土佐町、土佐市※、佐川町、越知 
 町、梼原町、中土佐町※、四万十町※、黒潮町※、四万十市※、 
 土佐清水市、宿毛市、大月町、田野町※ 

 ※：コミュニティバス（市町村が通常の路線バスではカバーしにくいきめ細かい需要に対応するため、主体的に計画する中で運 

    賃や路線等工夫を凝らし、運行を確保しているバス）を運行している市町村。 

 
市町村営 
（白ﾅﾝﾊﾞｰ）  

有償 １３ 
 北川村、安芸市、芸西村、香美市、香南市、いの町、日高村、 

 仁淀川町、須崎市、津野町、四万十市、宿毛市、三原村 

無償 ４  東洋町、大豊町、大川村、越知町 

 デマンド型乗合タクシー ６  大豊町、南国市、高知市、いの町、四万十市、土佐清水市 

 公共交通空白地有償運送 ３  いの町、梼原町、土佐清水市 

 スクール専用バスへの一般客混乗 ７  安田町、大豊町、いの町、須崎市、津野町、梼原町、宿毛市 

  交通空白地対策としての 
 タクシーチケット 

３  室戸市、北川村、須崎市 

計  延べ５２市町村 （重複を除くと ３１市町村 下線あり：２５市町村） 

平成２９年１月現在 

【高知市】 
Ｈ28年10月から春野地区で、デマンド型
乗合タクシーの実証運行開始。 
（Ｈ25.10月～本格運行している、鏡地
区・土佐山地区に続き３ヵ所目） 

 
【佐川町】 
H27年度に策定した「佐川町地域公共交通網形成計画」
に基づき、Ｈ29.4月～新たな移動手段の実証運行を開
始予定。 
 

【香美市】 
Ｈ28年10月から土佐山田地区で、香美市営デマンドバ
スが運行開始。（Ｈ26年4月～物部地区に続き２ヵ所目） 

【宿毛市】 
Ｈ27年度に実施した住民ニーズ
調査をもとに、地域公共交通の
再編計画を策定中。Ｈ28年10月
から、山間部と市の中心部を結
ぶ路線と、中心部循環線の計６
路線で実証運行開始。 

【土佐清水市】 
市内を運行する路線バス・デマンド交通・スクールバ
ス等の運行状況や利用者の意見等について調査を
行い、より利便性の高い効率的・効果的な交通シス
テムの構築に向けた、地域公共交通の再編計画を
策定中。 

【津野町】 
Ｈ27年度に策定した「津野町公共交
通再編基本方針」に基づき、地域公
共交通の再編計画を策定中。Ｈ28
年10月から、町内全域22路線で実
証運行開始。 

【田野町】 
Ｈ28.5.30 田野町地域公共交通会議を設置。 
Ｈ27年度に実施した住民ニーズ調査をもとに、地域公共
交通の再編計画を策定中。Ｈ29年1月から、町内全域４
路線で実証運行開始。 

 
【本山町】 
Ｈ27年度に実施した住民ニーズ調査をもとに、地域公共
交通の再編計画を策定中。Ｈ28年度中に設置予定の本
山町公共交通・移動手段確保検討委員会（仮）で協議し
ていく予定。 
 

移動手段確保対策の取り組みを行っている市町村（Ｈ29.1.31時点） 

【香南市】 
３年に１回の、香南市営バス見直しに向けた調査を
実施中。利用者のヒアリングや乗降調査を行い、よ
り利便性の高い運行形態を検討予定。 
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高齢者等が生活用品等を容易に確保できる仕組みづくりについて 

 

１．平成２８年度の取り組み状況 

☆地域の実態に即した生活用品確保の取り組みへの支援 

 平成２８年度執行見込み 2,790千円（中山間地域生活支援総合補助金：生活用品確保等支援事業） 

 （事業内容）農産物出荷代行＋買物代行＋見守りを複合して行うサービス（芸西村、四万十市） 

       移動販売用車両の購入（四万十市） 

 

☆市町村実態調査の実施 

 ・市町村ごとに、管内の量販店や商店の位置、移動販売の運行区域、既存のバス路線等を図示した地 

  図を作成し（市町村に作業依頼）、市町村ごとの現状を把握。 

 ・7/8～8/10にかけて、全市町村を訪問し、地域内の買い物動向の実態や市町村としての取り組みに 

向けた意向を聞き取り調査。 

 ・移動販売状況視察、聞き取り 

   9/12、21 とくし丸（サニーマート）：高知市大津地区、いの町吾北地区 

   12/7、2/14（予定） かまん企画（安芸市本町商店街振興組合）：安芸市入河内地区ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜商品積載状況①＞             ＜商品積載状況②＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜移動販売状況：いの町吾北地区①＞     ＜移動販売状況：いの町吾北地区②＞ 

 

２．課題 

★地域の実態に即した支援策の促進 

★市町村による取り組みの濃淡 

 （県内３４市町村中、本事業を活用した取り組みを行っているのは、１８市町村） 

 

３．平成２９年度の取り組み方針・進め方 

☆取り組み事例等の周知と地域ニーズに沿った施策の提案 

 ・県による補助事業の内容や、県内で実施されている様々な取り組み事例（移動販売、宅配による買 

い物支援等）の更なる周知 

 ・移動手段確保対策とも関連させた、地域ニーズに沿った支援策の提案（市町村実態調査を踏まえ、 

  商店や移動手段の状況等地域の実情に応じた支援） 
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・今年度、移動手段と合わせた生活用品確保の実態について、全市町村で調査を実施。 

（管内図に、地域内商店の位置・移動販売ルートに加え、路線バス等の運行ルートを図示し、地域内
の買物対策の全体像を整理。あわせて、地元からの補助要望の有無を聞き取りし、生活用品確保等
支援事業の検討データとする。） 
・調査結果をふまえ、効果が見込まれる地域のある市町村に提案。 

地域で維持・継続できる移動販売の実施に向けて 

 取組み事例：安芸本町商店街振興組合の取り組み（平成28年10月～） 

・店舗販売代金＋10円で販売 
・スーパーからの商品提供を受けることで、  
 一定の品目数を確保 
・利用者からの注文にも対応 
・地域の見守り 

提
携 

地元商工会 

会員店舗 

魚屋、米屋、酒屋、惣菜店、 
薬局、洋品店、文具店 など 

・商品提供 
・売上管理 

メリット： 
 利用者＝隅々の集落まで運行可能 
 地元商店＝一定の利用人数・件数を確保する   
         ことにより、商店街個店の売上増 

商品提供 

サンシャインランド 

個人事業者 
※地域おこし協力隊ＯＢ 

売上 
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凡例（町営バス） 
     新田⇔日曽の川・天狗線  6便/日 

     新田⇔大古味線       3便/日 
     スクールバス混乗     2～3便/学校日 
     （新田⇔桑ケ市線、姫野々⇔床鍋線） 

G ス 

ガソリンスタンド2箇所 

ストア2箇所 

コ 商 

あ 

商店3箇所 

商 

商 

商 

商 
商 

商 コ 

商店2箇所 

商 

あ 

ス 

G 
G 

ス 

コ 

商 

あ 

あ 
商 

商 

商店2箇所 

あ 

凡例（移動販売エリア） 

     市川商店    高野・木桑地区             毎週木曜日 
     せいらんの里  船戸町周辺               毎週木曜日 

     西森商店    赤木～大西地区             週３日 
          森の巣箱    床鍋地区                 随時 
     市川商店    三間川から貝ノ川地区、東林地区  月から土曜日の週2回 

凡例 
   コンビニエンスストア 

   ガソリンスタンド 
   ストアー 

      商店 
   あったかふれあいセンター 

コ 

G 

ス 

商 

あ 

凡例（高陵交通バス） 

     須崎市⇔梼原町線   7便/日 

管内移動手段及び買い物支援経路図 

G 
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　  取り組み箇所の
拡大に向けた市町村
人材育成の強化

　 
　 市町村との連携
による計画的な事業
の実施

移
動
手
段
の
確
保

H29年度の取り組み
　
○
　
中
山
間
地
域
の
人
々
が
安
心
し
て
暮
ら
し
続
け
る
た
め
に
、
地
域
の
課
題
や
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
生
活
環
境
づ
く
り
を
実
施

　
○
　
更
な
る
生
活
環
境
づ
く
り
の
推
進
に
向
け
た
、
市
町
村
や
外
部
有
識
者
等
と
の
連
携
強
化

☆整備計画の着実な実行

☆市町村職員担当者会の充実
　  （施工事例の紹介、効率的な工法の検
　　 討など）

☆H29年度補助金予算案
　  240百万円　（18市町村 45件）

☆市町村職員研修会の拡充
　　・高知県地域交通協議会（交通運輸政
　　　策課が所管）ブロック会と連携した、
　　   エリア別研修会を実施（安芸・嶺北）
　  ・国や他県の地域公共交通再編に関す
　　　るノウハウを持つ研究機関や自治体関
　　  係者等との連携を強化

☆H29年度補助金予算案
　  113百万円　（22市町村1社 22件）

　　上水道などが整備されておらず、生活に必要な水を

住民自ら管理している地域における、生活用水の施設整備
（取水施設、配管、水源管理道の整備等）に係る経費を
助成

H29～５カ年の整備計画を策定（H28）
＜その他の支援内容＞
・市町村職員担当者会の開催（H25､H27、H28）
・高知県版モデル（取水施設、ろ過施設）の開発（H26）

　　

　　通院や買い物等、日常生活に必要な移動手段を確保す
るための、調査や車両購入、新たな取り組みの実証運行
等に係る経費のほか、自家用有償旅客運送運転者講習会
の受講料を一部助成

＜その他の支援内容＞
・市町村職員研修会・現地視察の開催（H24～）
・「中山間地域における移動手段確保対策の手引き」の
　作成・配布

これまでの取り組み　（H29.1月現在）

★整備計画に基づく集中的、
効率的な整備の促進

 （生活用水確保対策市町村実態調査（平成27年９月実施））

⇒水道未普及地域における要整備箇所

調査に基づく５ヵ年の整備計画を策定、県
の支援による計画的な整備を促進

★地域公共交通に関する専門
知識を有する人材が不足

　⇒県内34市町村中、交通政策を所管
　する専門部署を設置しているのは、
　高知市のみ

★市町村による取り組みの濃淡

　⇒県内34市町村中、地域公共交通会　　
　 議等を設置しているのは、26市町村
　 未設置の8市町村のうち安芸地域が
　 4市町、嶺北地域が3町村

課　　　　題

生
活
用
水
の
確
保

【補助実績】
（H20～H27）
　28市町村　193箇所　1,648百万円
（H28見込）
　15市町村　22件　165百万円

【補助実績】
（H20～H27）
　32市町村1社　116件　311百万円
（H28見込）
　19市町村1社　20件　89百万円

集落数 人口（人）

水道未普及地域 661 26,600

　　うち整備済地域 249 11,277

　　うち未整備地域 412 15,323

方　向　性

市町村の要望
にできる限り
対応

　  地域の実態に即した
支援策の促進

生
活
用
品
等
の
確
保

☆取り組み事例等の更なる周知
　　と地域ニーズに沿った施策の
　　提案
　 ・補助事業内容や取り組み事例の更なる
　　周知や、移動手段確保対策とも関連させ
　　た地域ニーズに沿った支援を提案
　　

☆H29年度補助金予算案
　  ２百万円　（２市　２件）

★市町村による取り組みの濃淡
　⇒県内34市町村中、本事業を活用した
　取り組みを行っているのは、約半数の
　18市町村にとどまっているが、今後の需
　要の増大が見込まれる

★事業の周知不足
　⇒県内34市町村買い物実態調査を行っ
　たところ、ほぼ全ての市町村が県の支援
　制度の存在を知っていたが、実際に県内
　で取り組まれている事例の内容は知らな
　かった

　　経営不振などにより、商店の数が減少している地域で、
生活に必要な日用品や食料品を確保するための仕組みづ
くり（店舗整備、移動販売車両の購入、宅配による買い物代
行と地域の見守りを組み合わせた取り組み等）に係る経費
を助成

・県内34市町村買い物実態調査（H28）

【補助実績】
（H20～H27）
　18市町村　41件　149百万円
（H28見込）
　3市町村　3件　2.8百万円
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